
（単位：円）

全体 一般会計
後期高齢者

医療特別会計
全体 一般会計

後期高齢者
医療特別会計

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 12,590,811,879 - 12,590,811,879 固定負債 - - -

有形固定資産 - - - 地方債 - - -

事業用資産 - - - 長期未払金 - - -

土地 - - - 退職手当引当金 - - -

立木竹 - - - 損失補償等引当金 - - -

建物 - - - その他 - - -

建物減価償却累計額 - - - 流動負債 382,345 382,345 -

工作物 - - - 1年内償還予定地方債 - - -

工作物減価償却累計額 - - - 未払金 - - -

船舶 - - - 未払費用 - - -

船舶減価償却累計額 - - - 前受金 - - -

浮標等 - - - 前受収益 - - -

浮標等減価償却累計額 - - - 賞与等引当金 - - -

航空機 - - - 預り金 382,345 382,345 -

航空機減価償却累計額 - - - その他 - - -

その他 - - - 382,345 382,345 -

その他減価償却累計額 - - - 【純資産の部】

建設仮勘定 - - - 固定資産等形成分 12,590,811,879 - 12,590,811,879

インフラ資産 - - - 余剰分（不足分） 29,800,516,558 32,649,708 29,767,866,850

土地 - - -

建物 - - -

建物減価償却累計額 - - -

工作物 - - -

工作物減価償却累計額 - - -

その他 - - -

その他減価償却累計額 - - -

建設仮勘定 - - -

物品 - - -

物品減価償却累計額 - - -

無形固定資産 - - -

ソフトウェア - - -

その他 - - -

投資その他の資産 12,590,811,879 - 12,590,811,879

投資及び出資金 - - -

有価証券 - - -

出資金 - - -

その他 - - -

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 96,762,108 - 96,762,108

長期貸付金 - - -

基金 12,497,533,207 - 12,497,533,207

減債基金 - - -

その他 12,497,533,207 - 12,497,533,207

その他 - - -

徴収不能引当金 -3,483,436 - -3,483,436

流動資産 29,800,898,903 33,032,053 29,767,866,850

現金預金 29,792,597,609 33,032,053 29,759,565,556

未収金 8,611,300 - 8,611,300

短期貸付金 - - -

基金 - - -

運営安定化基金 - - -

財政調整基金 - - -

棚卸資産 - - -

その他 - - -

徴収不能引当金 -310,006 - -310,006 42,391,328,437 32,649,708 42,358,678,729

42,391,710,782 33,032,053 42,358,678,729 42,391,710,782 33,032,053 42,358,678,729

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

貸借対照表
(令和4年3月31日現在)

科目
金額 金額

負債合計

科目



（単位：円）

全体 一般会計
後期高齢者

医療特別会計
経常費用 784,722,831,830 344,368,490 784,378,463,340

業務費用 26,143,660,007 88,887,213 26,054,772,794

人件費 51,489,081 1,614,941 49,874,140

職員給与費 42,045,207 1,410,941 40,634,266

賞与等引当金繰入額 - - -

退職手当引当金繰入額 - - -

その他 9,443,874 204,000 9,239,874

物件費等 3,379,948,461 65,903,147 3,314,045,314

物件費 3,379,948,461 65,903,147 3,314,045,314

維持補修費 - - -

減価償却費 - - -

その他 - - -

その他の業務費用 22,712,222,465 21,369,125 22,690,853,340

支払利息 - - -

徴収不能引当金繰入額 3,793,442 - 3,793,442

その他 22,708,429,023 21,369,125 22,687,059,898

移転費用 758,579,171,823 255,481,277 758,323,690,546

補助金等 758,579,171,823 255,481,277 758,323,690,546

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 - - -

その他 - - -

経常収益 1,010,341,365 224,362 1,010,117,003

使用料及び手数料 - - -

その他 1,010,341,365 224,362 1,010,117,003

純経常行政コスト 783,712,490,465 344,144,128 783,368,346,337

臨時損失 - - -

災害復旧事業費 - - -

資産除売却損 - - -

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 - - -

臨時利益 - - -

資産売却益 - - -

その他 - - -

純行政コスト 783,712,490,465 344,144,128 783,368,346,337

【様式第２号】

行政コスト計算書
自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

科目
金額



(単位：円）

後期高齢者
医療特別会計

前年度末純資産残高 50,519,101,103 21,369,125 50,497,731,978

純行政コスト（△） △ 783,712,490,465 △ 344,144,128 △ 783,368,346,337

財源 775,584,717,799 355,424,711 775,229,293,088

税収等 705,824,128,913 354,544,000 705,469,584,913

国県等補助金 69,760,588,886 880,711 69,759,708,175

本年度差額 △ 8,127,772,666 11,280,583 △ 8,139,053,249

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 - - -

無償所管換等 - - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 8,127,772,666 11,280,583 △ 8,139,053,249

本年度末純資産残高 42,391,328,437 32,649,708 42,358,678,729

【様式第３号】

純資産変動計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日

科目 全体 一般会計



(単位：円）

全体 一般会計
後期高齢者

医療特別会計
【業務活動収支】

業務支出 784,719,038,388 344,368,490 784,374,669,898
業務費用支出 26,139,866,565 88,887,213 26,050,979,352

人件費支出 51,489,081 1,614,941 49,874,140
物件費等支出 3,379,948,461 65,903,147 3,314,045,314
支払利息支出 - - -
その他の支出 22,708,429,023 21,369,125 22,687,059,898

移転費用支出 758,579,171,823 255,481,277 758,323,690,546
補助金等支出 758,579,171,823 255,481,277 758,323,690,546
社会保障給付支出 - - -
他会計への繰出支出 - - -
その他の支出 - - -

業務収入 776,592,157,950 355,649,073 776,236,508,877
税収等収入 705,824,128,913 354,544,000 705,469,584,913
国県等補助金収入 69,760,588,886 880,711 69,759,708,175
使用料及び手数料収入 - - -
その他の収入 1,007,440,151 224,362 1,007,215,789

臨時支出 - - -
臨時収入 - - -

業務活動収支 △ 8,126,880,438 11,280,583 △ 8,138,161,021
【投資活動収支】

投資活動支出 13,278,391 - 13,278,391
公共施設等整備費支出 - - -
基金積立金支出 13,278,391 - 13,278,391
投資及び出資金支出 - - -
貸付金支出 - - -
その他の支出 - - -

投資活動収入 5,568,090,000 - 5,568,090,000
国県等補助金収入 - - -
基金取崩収入 5,568,090,000 - 5,568,090,000
貸付金元金回収収入 - - -
資産売却収入 - - -
その他の収入 - - -

投資活動収支 5,554,811,609 - 5,554,811,609
【財務活動収支】

財務活動支出 - - -
地方債償還支出 - - -
その他の支出 - - -

財務活動収入 - - -
地方債発行収入 - - -
その他の収入 - - -

財務活動収支 - - -
△ 2,572,068,829 11,280,583 △ 2,583,349,412

32,364,284,093 21,369,125 32,342,914,968
29,792,215,264 32,649,708 29,759,565,556

前年度末歳計外現金残高 306,979 306,979 -
本年度歳計外現金増減額 75,366 75,366 -
本年度末歳計外現金残高 382,345 382,345 -
本年度末現金預金残高 29,792,597,609 33,032,053 29,759,565,556

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

資金収支計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日

科目
金額



  

福岡県後期高齢者医療広域連合一般会計等財務書類における注記 

当会計年度 令和３年４月１日から令和４年３月３１日 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

該当する資産はありません。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  該当する有価証券及び出資金はありません。 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  該当する棚卸資産はありません。 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  該当する資産はありません。 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

 徴収不能引当金 

   未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

      長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上してい 

ます。 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含む。） 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が１００万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

ただし、該当する資産はありません。 

② 会計間の相殺方法 

会計間の繰入繰出を相殺消去した金額で表示しています。 

③ 消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当する会計方針の変更等はありません。 

 

3 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

 



  

4 偶発債務 

当会計年度末においては、現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に 

債務となるものはありません。 

 

5 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計 

後期高齢者医療特別会計 

②  地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 地方自治法第２３３条の規定に基づく決算情報との関連性 

    ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。 

(2) 貸借対照表に係る事項 

統一的な基準により作成を行っています。 

(3) 行政コスト計算書に係る事項 

統一的な基準により作成を行っています。 

(4) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における基金を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(5) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 △２，５７２，０６８千円 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 資金収支計算書 

業務活動収支 △８，１２６，８８０千円 

投資活動収入の国県等補助金収入  － 

未収債権、未払債務等の増加（減少）    ２，９０１千円 

減価償却費 － 

賞与等引当金繰入額（増減額） － 

退職手当引当金繰入額（増減額） － 

徴収不能引当金繰入額（増減額）     △３，７９３千円 

資産除売却益（損） － 

純資産変動計算書の本年度差額 △８，１２７，７７２千円 

③  一時借入金 

当会計年度における一時借入金の借入れはありません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額（後期高齢者医療特別会計）１５，０００，０００千円 
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